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最近の道内景気は、依然として厳しい状況となっている。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の効果から持ち直しの動きが見られる。個人消費

は、一部に経済対策の効果は見られるものの、雇用・所得環境の悪化から弱い動きとなって

いる。設備投資は、製造業を中心として抑制傾向にある。住宅投資は、需要の弱さなどから

大幅に減少している。

生産活動は下げ止まりの動きが見られる。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなど

厳しい状況となっている。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少した。
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①個人消費～厳しい状況

６月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲５．１％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．６％）は、衣料品や飲

食料品などが低調で、２４ヶ月連続で前年を下

回った。スーパー（同▲５．３％）は、衣料品

や身の回り品などが減少し、２４ヶ月連続で前

年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．８％）

は、２ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～需要の弱さから大幅減

６月の新設住宅着工戸数は、２，８８７戸（前年

比▲３４．６％）と、９ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、分譲（前年比＋１７．６％）

が７ヶ月振りに増加したが、持家（同▲１４．６％）

および貸家（同▲４９．１％）が９ヶ月連続で前

年を下回った。

４～６月の着工戸数累計では、７，３９２戸

（前年同期比▲３８．６％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（前年同期比▲１７．１％）、

貸家（同▲４９．６％）、分譲（同▲４５．２％）そ

れぞれが前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は下げ止まりの動き

６月の鉱工業生産指数は、前年に比べ、鉱

業は上昇したが、石油・石炭製品工業や鉄鋼

業などが低下した。

前月比では＋０．６％と３ヶ月連続増加し、

前年比では▲１６．３％と１１ヶ月連続で低下し

た。

④公共投資～基調としては持ち直し

６月の公共工事請負金額は、１，０２９億円

（前年比▲６．３％）と２ヶ月連続で前年を下回

った。

発注者別では、国（前年比＋２０．８％）は前

年を上回ったが、道（同▲１８．５％）と市町村

（同▲８．２％）は前年を下回った。

４～６月の累計では請負金額３，１６７億円

（前年同期比＋２．４％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３２倍となり、前月比では０．０１ポイントの

上昇、前年比では０．１２ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲１１．４％と１６ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（前年比＋４．７％）などは増加したが、卸

売業・小売業（同▲１７．０％）や宿泊業・飲食

サービス業（同▲２５．９％）などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～１３ヶ月連続で前年を下回る

６月の来道客数は、１，０１１千人（前年比

▲１０．０％）と１３ヶ月連続で前年を下回った。

４月～６月の累計来道客数は、国内観光需

要の落込みや新型インフルエンザの影響もあ

り、２，６５６千人（前年同期比▲１０．２％）と前

年を下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

６月の道内貿易額は、輸出が前年比５２．１％

減の１７６億円、輸入が同６４．４％減の５６６億円と

なった。

輸出は、石油製品や輸送用機器、化学製品

などの減少から８ヶ月連続で前年を下回っ

た。

輸入は、原油・粗油などが大きく減少し、

８ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに前年を下回る

７月の企業倒産は、件数は３９件（前年比

▲４５．８％）と前年を下回り、負債総額も１１５

億円（同▲５４．３％）と前年を大きく下回っ

た。

業種別では、建設業が１３件と最も多く、続

いて小売業（７件）、卸売業（６件）となっ

た。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI（△

７１）は６ポイント上昇したものの、景況

感は依然として厳しさが続いている。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年

中」とみる企業（１４％）は１割台半ばに

とどまった。「来年中」（５０％）とみる企

業は半数、「再来年以降」とみる企業

（３６％）は３割台半ばとなり、景気の先

行き見通しには慎重感が根強い。

３．景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、「国内

景気の動向」（６９％）が前年に比べ１９ポイ

ント上昇し第１位となった。次いで、

「個人消費の動向」（６８％）、「公共投資の

動向」（５２％）の順となった。

４．経営上の対応策（複数回答）

経営上の対応策として、「経費削減」

（８９％）を挙げる企業が９割弱と突出し

た。次いで「生産・営業体制の見直し」

（４２％）、「賃金抑制」（３５％）の順となっ

た。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
道内景気の現状と先行きについて

判断時点
平成２１年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４７８ １００．０％
札幌市 １７４ ３６．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０５ ２２．０
道 南 ４１ ８．６ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５６ １１．７ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 １０２ ２１．３ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４７８ ５９．８％
製 造 業 ２２０ １２８ ５８．２
食 料 品 ７５ ４４ ５８．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３１ ６２．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３１ ５１．７
非 製 造 業 ５８０ ３５０ ６０．３
建 設 業 １８０ １０８ ６０．０
卸 売 業 １００ ６７ ６７．０
小 売 業 １２０ ６９ ５７．５
運 輸 業 ７０ ３４ ４８．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２４ ８０．０
その他の非製造業 ８０ ４８ ６０．０

特別調査

先行き見通しに根強い慎重感
道内景気の現状と先行きについて

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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1

要 点

�現状判断 「景気は悪化している」とみる企業（７２％）が７割超、DI（△７１）はやや持ち直す

�回復時期 「来年中」および「再来年中」とみる企業が合わせて８割台半ば

道内景気の現状と先行きについて

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している １ － － － － － １ １ － ４ － － －

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（－）（４）（－）（－）（－）

�横ばい状態である ２７ ２７ ２５ １８ ２６ ３９ ２７ ３１ ２７ ２３ ３２ １７ ２７

�悪化している ７２ ７３ ７５ ８２ ７４ ６１ ７２ ６８ ７３ ７３ ６８ ８３ ７３

（緩やかに悪化） （５０）（４９）（４８）（５０）（４８）（４５）（５０）（４６）（５１）（５４）（５０）（５４）（５４）

（急速に悪化） （２２）（２４）（２７）（３２）（２６）（１６）（２２）（２２）（２２）（１９）（１８）（２９）（１９）

景気判断DI�－� △７１ △７３ △７５ △８２ △７４ △６１ △７１ △６７ △７３ △６９ △６８ △８３ △７３

前年同時期 景気判断DI △７７ △７０ △６９ △８４ △６５ △６７ △７９ △８２ △８４ △７３ △６９ △８０ △７７

〈図表２〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成２１年 １４ １８ ２５ １４ １６ １２ １２ ８ １１ ２２ １３ ４ １５

（３月以前） （－）（１）（２）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）

（４～６月） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）

（７～９月） （３）（６）（７）（５）（１０）（３）（１）（１）（２）（１）（－）（－）（２）

（１０～１２月） （１１）（１１）（１６）（９）（６）（９）（１１）（７）（９）（１９）（１３）（４）（１３）

�平成２２年 ５０ ５０ ４２ ６３ ５５ ４９ ５０ ４２ ５３ ５３ ５３ ６７ ４９

（１～３月） （５）（５）（７）（－）（－）（１０）（５）（５）（５）（６）（３）（９）（４）

（４～６月） （２７）（２７）（１９）（３６）（２９）（３２）（２７）（２０）（３３）（２８）（４０）（２５）（２３）

（７～９月） （１３）（１５）（９）（２７）（２３）（７）（１３）（１２）（９）（１６）（７）（２９）（１１）

（１０～１２月） （５）（３）（７）（－）（３）（－）（５）（５）（６）（３）（３）（４）（１１）

�平成２３年１月以降 ３６ ３２ ３３ ２３ ２９ ３９ ３８ ５０ ３６ ２５ ３４ ２９ ３６

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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〈図表３〉景気先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�国内景気の動向（６９％） ＋１９ 全業種で前年よりウエイト高まる。

�個人消費の動向（６８％） ＋４ ４年連続で増加。食料品製造業（８４％）、小売業（８１％）で高率。

�公共投資の動向（５２％） △７ 非製造業（５６％）でウエイト大。特に建設業（７８％）では８割弱。

�低価格化の強まり（３７％） ＋１４ 食料品製造業（３９％）、小売業（４７％）で前年より大幅に上昇。

�原油価格の動向（３６％） △５１ 全業種で減少し、ウエイトは前年の約４割。

景気先行きの懸念材料

〈図表４〉景気先行きの懸念材料 推移（上位５項目）

特別調査

― ６ ―― ６ ―
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〈図表５〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�国内景気の動向
①
６９

（５０）

①
７５

（５１）

②
８０

（５４）

①
７３

（１９）

①
７３

（６２）

①
７１

（５５）

①
６７

（５０）

②
６８

（５７）

①
７０

（５０）

②
５９

（３７）

①
６７

（３５）

①
７９

（７２）

②
６９

（４７）

�個人消費の動向
②
６８

（６４）

②
６９

（７２）

①
８４

（８３）

③
５９

（７５）

③
５３

（５５）

①
７１

（７３）

①
６７

（６２）

③
５０

（４２）

①
７０

（８０）

①
８１

（６９）

③
６１

（５０）

①
７９

（８９）

①
８１

（６８）

�公共投資の動向
③
５２

（５９）

③
４３

（５６）
２７

（４０）
４１

（５０）

②
５７

（８３）

③
５２

（５０）

③
５６

（６０）

①
７８

（７３）

③
４９

（６３）
３４

（４３）
５８

（６０）

③
３３

（２８）

③
５６

（６３）

�低価格化の強まり
④
３７

（２３）
３７

（２０）
３９

（９）
２３

（１９）
３７

（２４）
４５

（３２）

④
３７

（２４）
４１

（３６）
３４

（１５）

③
４７

（１６）
１５

（２５）
２５

（３３）
４０

（５）

�原油価格の動向
⑤
３６

（８７）

⑤
４０

（９１）
４３

（９１）
２３

（８１）
３７

（９０）
４８

（１００）

⑤
３５

（８６）
２７

（８７）
３７

（８９）
３５

（７８）

②
６４

（９０）

③
３３

（８３）
２９

（９０）

�アメリカ経済の動向 ３５
（２６）

④
４２

（３５）

③
４８

（４０）
５５

（１９）
３０

（３５）
３６

（４１）
３２

（２２）
３１

（１４）
３４

（１５）
２８

（３３）
３３

（２５）
２５

（３３）
４０

（３２）

�金融機関の融資姿勢 ３２
（１８）

２９
（１７）

３０
（１１）

２３
（１９）

２７
（２１）

３６
（１８）

３４
（１９）

３９
（２４）

３６
（１９）

２７
（１６）

２７
（１０）

③
３３

（１７）
３３

（１１）

�雇用の動向 ２７
（１２）

３１
（１１）

３６
（１４）

２３
（－）

１７
（１０）

４２
（１４）

２６
（１２）

２７
（１０）

１８
（２０）

３１
（１０）

１２
（５）

１７
（１７）

４０
（１１）

	住宅投資の動向 ２７
（３２）

２５
（３１）

７
（１７）

①
７３

（６９）
１３

（２４）
２９

（３６）
２７

（３３）
３７

（４１）
３３

（３９）
２２

（３１）
２１

（２０）
４

（１１）
１９

（１１）


株価の動向 ２３
（１６）

２０
（２０）

２５ ５ ２０ ２３ ２４
（１５）

２１ ２７ ２７ ９ ２９ ３１

�設備投資の動向 ２０
（１７）

１７
（１４）

９ ９ ２３ ２９ ２０
（１８）

３０ ２４ １６ １８ ４ １０

�中国経済の動向 １８
（２９）

２３
（４３）

２１ ２７ ２０ ２６ １６
（２４）

１６ １０ １６ ２７ １３ ２１

物価の動向 １８
（３７）

２１
（４５）

２３ １４ ２０ ２３ １７
（３４）

１９ １６ １８ ６ ２５ １５

�政局の動向 １７
（２２）

１６
（２６）

１１ ２３ １３ １９ １８
（２１）

２０ １２ ２１ １８ １３ １９

�為替の動向 １４
（１１）

１８
（１７）

２５ １８ １０ １６ １２
（８）

７ ２１ １３ ６ １３ １５

�金利の動向 １３
（１８）

１６
（１８）

１６ － ２０ ２３ １２
（１８）

１７ １０ １２ ６ １３ １０

�地価の動向 ７
（５）

３
（２）

２ ５ ３ ３ ８
（６）

１２ ８ ４ ３ － １３

�規制緩和の動向 ６
（９）

５
（９）

２ ５ ３ １０ ６
（８）

６ ２ ４ １８ ４ ６

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査

特別調査

― ７ ―― ７ ―
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３ 経営上の対応策

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�経費節減
①
８９

①
８８

①
９３

①
７１

①
８６

①
９４

①
８９

①
９４

①
８８

①
７７

①
８８

①
９６

①
９２

�生産・営業体制の見直
し

②
４２

②
５７

②
５４

②
５２

②
６９

②
５２

③
３７

③
４４

③
４１ ２５ ２４ ４２

②
３８

�賃金抑制
③
３５ ２６ ２１ ２９ ２８ ２９

②
３８

②
５３ ２９ ３０ １８

②
５４

③
３６

�仕入・販売先の見直し
④
３４

③
３６

③
３５

③
３３

③
４１ ３２ ３４ ３１

②
４９

②
３３ １２

③
４６ ３０

�設備投資の抑制・先送
り

⑤
２４ ２７ ２６ １０ ２８

③
３９ ２３ ２１ １２ ２８

②
３２ ４２ １９

�人員削減 ２２ １９ ９ ２９ ２１ ２３ ２３ ２６ １７ ２５ １８ ２１ ２６

�不採算部門の縮小・廃
止 １９ １９ ２３ １０ １７ １９ ２０ １３ １８ ３０ ２１ ８ ２６

�他社との連携 １１ １０ ７ － １４ １６ １１ １０ ６ ６ ２７ ８ １９

	その他 ３ ４ ９ ５ － － ３ １ － ７ ６ ４ －


特に対応策をとってい
ない ２ ２ ２ ５ － ３ １ － ３ ３ － － －

○内数字は業種内の順位

〈図表６〉経営上の対応策（上位５項目）の要点

（項 目） 要 点

�経費節減（８９％） 全業種で第１位。特にホテル・旅館（９６％）、建設業（９４％）で高率

�生産・営業体制の見直し（４２％） 鉄鋼・金属製品・機械製造業（６９％）で７割弱など、製造業（５７％）
でウエイト大

�賃金抑制（３５％） 建設業（５３％）、ホテル・旅館（５４％）で半数を超える

�仕入・販売先の見直し（３４％） 卸売業（４９％）、ホテル・旅館（４６％）でウエイト大

�設備投資の抑制・先送り（２４％） 運輸業（３２％）、ホテル・旅館（４２％）でウエイト大

〈図表７〉経営上の対応策
（単位：％）

特別調査

― ８ ―― ８ ―
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４

５

２１年度の設備投資について

雇用について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

実施する（実施した） ２８ ３２ ３３ １９ ３０ ３９ ２７ １１ ２４ ２４ ５９ ３５ ４５

実施しない ４３ ３９ ３６ ６２ ３７ ３２ ４４ ６１ ４４ ３８ ２３ ２６ ３４

現在のところ、未定 ２９ ２９ ３１ １９ ３３ ２９ ２９ ２８ ３２ ３８ １８ ３９ ２１

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

増額する ３５ ４０ ４０ １６ ５６ ４２ ３３ ２５ ２９ ５０ ２５ ２５ ３８

同規模とする ３３ ３０ ３３ ６７ １１ ２５ ３５ ４２ ４７ ６ ３５ ３７ ３８

減額する ３２ ３０ ２７ １７ ３３ ３３ ３２ ３３ ２４ ４４ ４０ ３８ ２４

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�多い ２３ ２６ １２ ５２ ２０ ３５ ２１ ２５ ２６ １８ １２ １７ １９

�適正 ６８ ７０ ７９ ４３ ８０ ６５ ６８ ６４ ６８ ６７ ７６ ７４ ７０

�不足 ９ ４ ９ ５ ０ ０ １１ １１ ６ １５ １２ ９ １１

雇用人員判断DI�－� １４ ２２ ３ ４７ ２０ ３５ １０ １４ ２０ ３ ０ ８ ８

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する １０ ９ １２ ５ ７ １０ １０ １０ １１ １０ ９ ８ １３

�変わらない ６８ ６６ ７２ ６２ ７６ ５１ ６８ ６４ ７４ ６８ ７３ ６７ ６６

�減少する ２２ ２５ １６ ３３ １７ ３９ ２２ ２６ １５ ２２ １８ ２５ ２１

雇用方針DI�－� △１２ △１６ △４ △２８ △１０ △２９ △１２ △１６ △４ △１２ △９ △１７ △８

〈図表８‐１〉設備投資について
（単位：％）

〈図表８‐２〉設備投資額増減見通し（該当企業１３１社、前年度比）
（単位：％）

〈図表９‐１〉雇用について
（単位：％）

〈図表９‐２〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）

特別調査
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道内企業の景況感はやや持ち直したものの、依然として「景気は悪化している」という回

答が多数を占めました。回復時期についても「来年もしくは再来年以降」とみる企業が８割

を超え、業況の厳しさは当分続くという見方が大半です。

今後の道内景気は、個人消費の冷え込みや低価格化の強まりが懸念されており、そのため

売上の減少に耐えうる体制づくりが経営上の課題となっています。これを踏まえて多くの企

業では、経費削減や生産体制の見直しのほか、設備投資や雇用形態の変更などにも取り組

み、先の見えない状況に対処しようとしています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

Ⅰ．道内景気の現状と先行きについて

＜製菓業＞

観光客数に売上が左右されるため、新型イ

ンフルエンザの動向、また、低価格志向が強

まっているため、高額商品から低額商品・他

社製品へのシフトなどが懸念される。

＜清酒製造業＞

包装資材費などが値上がりしており、原価

アップの要因となっている。

＜木材店＞

木材の地産地消の気運が一時高まったが、

現在は安い輸入材に押され競争力が落ちてい

る。ブームになっても、それを継続できるだ

けの体力がない。

＜金属加工業＞

石油・鉄鋼等をはじめとした素材価格が最

近回復の傾向にあり、夏以降にかけて景気も

幾分明るくなると予想される。

＜土木工事業＞

大型経済対策によりある程度の景気回復は

期待できるが、不況が長引くことは避けられ

ないと思う。

＜マンション分譲＞

道東・道北地域では、札幌圏に比べて政府

の景気刺激策の効果が遅れて出てくるため、

雇用面等で地域間格差が拡大する。このため

札幌圏へ人が移動し、地方の過疎化が進むこ

とも懸念される。

＜管工事業＞

昨年前半まで好調だった鉄鋼関連からの工

事受注も、年明けごろよりかげりを見せてい

る。自動車や家電メーカーが増産に転じたニ

ュースを見て、早期の景気回復を待望してい

る。

＜管工事業＞

本州大手企業の安価受注が目立ち、地場業

者が受注できない。

経営のポイント

不透明感強い中、新体制づくりが課題
〈企業の生の声〉

― １０ ―
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＜靴卸売業＞

小売業は一段と価格競争に走っている。消

費者も、先の見えない状況の中、できるだけ

支出を抑えようとしているので、節約志向に

かなう品質・価格への要望が高まると思う。

＜住宅サッシ卸売業＞

３０～４８歳くらいで戸建住宅を望んでいる人

は多いが、年収は３００～３５０万円前後である。

年収がもう１００万円上がるよう、政治に期待

したい。

＜自動車販売＞

環境対応車普及促進策により、高額の中古

車が売れなくなる懸念を感じる。一時的に自

動車業界が売上を伸ばすきっかけにはなる

が、中古車業界にこの制度がどう影響してく

るのか不安である。

＜ホームセンター＞

地域商品券で消費は好転しているが、先取

りしている可能性もある。また、大手ショッ

ピングセンターなどが実施している低価格路

線のしわ寄せが来ている。

＜リサイクル品小売業＞

道内では環境問題に関する会議が多数行わ

れているが、全体として動きが鈍い。環境や

地球温暖化に特化した戦略にもっと注力すべ

き。

＜タクシー業＞

輸送人員、実車率ともに下降しており、当

面売上の増加は望めない。また、燃料価格は

世界情勢に大きく左右されるので、長期的な

資金繰りに苦慮している。

＜鋼材輸送業＞

公共工事の予算減から苦しい経営を余儀な

くされており、景気回復までには相当の時間

を要する。このため、北海道新幹線工事の動

向に着目しており、景気回復の起爆剤になる

ことを期待している。

＜都市ホテル＞

先行きへの不安感から消費者心理が冷え込

み、法人も節約ムードである。新型インフル

エンザの感染拡大の影響も無視できない。

＜広告代理業＞

企業の広告宣伝費削減の動きがさかんであ

る。しかし、今までとは別の媒体に流れてい

る部分もあると思われる。

Ⅱ．経営上の対応策、設備投資、雇用につい

て

＜水産加工業＞

工場で働く女子工員の高齢化が顕著であ

る。このままでは中国人実習生頼りの傾向が

強まり、お金が町の中で回らなくなる。

＜製菓業＞

派遣職員から正職員へのシフトを計画して

いる。実質的には雇用は増加していない。

＜乳製品製造業＞

組織を改編して営業力を強化した。また、

当社製品の大部分の販売先である、親会社へ

の販売単価の見直し交渉など、妥当性のある

価格設定を模索している。

経営のポイント

― １１ ―
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＜木製建具製造業＞

新卒者を２名採用したほか、隣接地を買収

して塗装の作業場所を確保した。この設備が

生かせるよう、今は時期を待つのみである。

＜家具製造業＞

ワークシェアリングを実施したものの、先

行きが見込まれず人員削減を実施する。

＜自動車部品製造業＞

生産規模が小さいので、生産量の変動に応

じた人員のやりくりができない。

＜船舶用機械製造業＞

水産業は、燃料費高騰や円高など、社会情

勢の影響を非常に大きく受けるため、安定し

た売上を確保できるような戦略作り（生産体

制の見直しなど）が必須である。

＜制御盤製作業＞

世代交代へ向け「幹部社員の育成」が最大

の目標である。新たな発展を目指すには、上

に立つものが明確なビジョンや役割を従業員

に伝えなければならない。これらを実現させ

るには、まず土台となる財務の改善が必要な

ため、一部の土地の売却も行った。

＜生コン製造販売＞

経費等の見直しを昨年から実施し、２割以

上の売上減少にも対応できる体制を整えてい

る。設備投資についても、大規模なものは予

定していないが、営業の効率化や原価引き下

げのためのものは１億円内外で実施する。

＜コンクリート製品製造業＞

すでに設備は古くなっているが、まともな

投資ができない状況が長く続いている。新規

雇用もできないことから社内組織図がいびつ

な形になっている。

＜電気設備工事業＞

取引先の新規開拓は、危険を伴うので今は

静観するしかないが、必然的に取引が数社に

偏るため売上が伸ばしづらい。雇用について

は、隔年最低１人は新卒を採用し、中途採用

は繁忙期の欠員補充にとどめたい。

＜管工事業＞

工事に必要な機械類は、外注先との共用や

リース等でまかなっている。また、１～２年

後の技術者の定年退職を念頭において、昨年

は数名の中途採用を実施した。

＜建設業＞

工事の減少により、近郊から遠方へと工事

現場が移り、輸送経費が多くかかるようにな

った。

＜建設業＞

新規採用は当面見送っているが、将来、景

気が回復して受注が伸びた場合には、専門技

術者を十分に現場に貼り付けられない。人事

計画を立てられないのが現状である。

＜賃貸マンション＞

前期で３割近い人員の削減や役員報酬の減

額などを行い、売上が大幅に減少しても利益

の出る体制に改善した。今後３年間で、数年

前の財務体力まで回復させたい。

経営のポイント

― １２ ―
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＜左官業＞

従業員が高齢化しているので若返りが必要

だが、若者がなかなか長続きしない。

＜住宅サッシ卸売業＞

提案営業力が弱く、価格最優先になってし

まっている。取引先の営業支援に結びついた

提案営業ができると、価格は２番目になって

くるが、それが難しい。

＜ファインスチール卸売業＞

新規設備投資はおろか、更新すら難しい状

況で、同業他社と設備を共有化する話があ

る。雇用については、給料・賞与に対する不

満が多いのが悩みの種である。

＜オートバイ店＞

国産二輪車の客離れが、特に若年層で年々

広がっている。その対策として、優秀な新卒

者の採用が有効と考える。

＜米穀店＞

従業員を全てアルバイト等にシフトしたた

め、経費は大きく削減できたが、目の回るよ

うな忙しさである。

＜都市ホテル＞

セクション間の互換性を促進し、人件費を

削減する。設備更新の時期ではあるが、小規

模修繕にとどめる。

＜観光ホテル＞

本音を言えば人員削減したいが、地域と共

にがんばっていきたいので、それは最後の手

段と思っている。

＜自動車整備業＞

今は差別化戦略をとりやすい状況にあると

判断している。そのため、サービスや対応充

実への体制作りを強化する。

経営のポイント

― １３ ―
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００

季調値
前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △ ０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △ ０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △ ０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △ ７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △ ５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △ １．７ ９５．３ △ ５．２

２０年４～６月 １０４．３ ０．７ １０８．１ ０．８ １０６．２ ３．６ １０８．４ １．０ １０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７～９月 １０２．６ △ ０．５ １０４．６ △ １．４ １０３．０ ０．４ １０５．１ △ １．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 ９４．０ △ ９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △ ７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △ １．７ ９９．８ △ ５．２
４～６月 p８５．４ △１８．４ p７８．３ △２７．８ p８６．０ △１９．４ p７８．６ △２７．６ p１０１．１ ０．０ p９５．４ △１０．２

２０年 ６月 １０４．２ １．２ １０７．１ △ ０．２ １０６．８ ６．６ １０６．９ △ ０．８ １０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７月 １０６．９ ４．２ １０６．８ ２．３ １０７．６ ８．４ １０７．４ ３．０ １０２．５ ３．９ １０６．３ ２．１
８月 １０２．１ △ ２．６ １０３．５ △ ７．２ １０１．７ △ ３．９ １０３．９ △ ７．１ １０３．０ ３．８ １０６．１ １．７
９月 ９８．８ △ ３．０ １０３．６ ０．４ ９９．７ △ ３．０ １０４．０ △ ０．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０月 ９７．２ △ ６．３ １００．１ △ ６．６ ９９．４ △ ３．８ １００．９ △ ７．１ １０１．７ △ ０．２ １０８．９ ４．４
１１月 ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ ９７．２ △ ８．８ ９３．６ △１７．０ １０１．３ △ １．８ １０９．５ ４．３
１２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △ ３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △ ０．４ １０３．５ △ １．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △ １．７ ９９．８ △ ５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △ １．１ ９７．１ △ ７．２
５月 r ８５．９ △１８．９ r ７９．１ △２９．５ r ８５．６ △２１．０ r ７８．９ △３０．０ r ９９．６ △ ０．９ r ９６．４ △ ８．４
６月 p８６．４ △１６．３ p８１．０ △２３．４ p８６．４ △１８．３ p８１．７ △２２．６ p１０１．１ ０．０ p９５．４ △１０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３ △ ３．０ ２１２，５７５ △ １．７ ３５０，７４６ △ １．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △ ３．７ １２４，９８９ △ ３．２
１８年度 ９８３，６５６ △ １．６ ２１１，７４５ △ ０．９ ３３０，５１２ △ ２．６ ８６，１０８ △ ０．８ ６５３，１４４ △ １．１ １２５，６３７ △ １．０
１９年度 ９５４，９７０ △ ２．６ ２１２，５２５ △ １．０ ３０９，９４７ △ ３．５ ８４，２８７ △ ０．８ ６４５，０２２ △ ２．１ １２８，２３８ △ １．１
２０年度 ９３４，００５ △ ５．６ ２０６，６０３ △ ４．２ ２８３，３１７ △ ６．５ ７８，４４２ △ ６．７ ６５０，６８８ △ ５．２ １２８，１６０ △ ２．５

２０年４～６月 ２２３，２６６ △ ５．７ ５０，６４９ △ ２．７ ６７，５５３ △ ７．０ １９，２２０ △ ４．５ １５５，７１３ △ ５．０ ３１，４２９ △ １．６
７～９月 ２２３，６８９ △ ４．５ ５０，７７５ △ ２．０ ６９，９４５ △ ３．０ １９，０１４ △ ３．２ １５３，７４４ △ ５．１ ３１，７６１ △ １．３
１０～１２月 ２５７，７０５ △ ５．８ ５６，０７８△ ４．６ ７９，０７８ △ ７．４ ２２，０９５ △ ７．８ １７８，６２６ △ ５．１ ３３，９８３ △ ２．４

２１年１～３月 ２２９，３４５ △ ６．３ ４９，１０１ △ ７．２ ６６，７４０ △ ８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △ ５．４ ３０，９８７ △ ４．７
４～６月 p２２７，１８０ △ ５．１ p ４８，１８５ △ ６．７ p ５９，５５４ △ ７．８ p １７，００１ △１０．８ p１６７，６２６ △ ３．９ p ３１，１８４ △ ４．１

２０年 ６月 ７３，９８２ △ ６．５ １６，９０４ △ ４．０ ２２，３２７ △ ９．９ ６，４４２ △ ７．３ ５１，６５５ △ ４．９ １０，４６２ △ １．７
７月 ７８，５１９ △ ３．１ １８，６５９ △ ０．７ ２５，９４０ △ ２．２ ７，７１６ △ ２．３ ５２，５７９ △ ３．５ １０，９４３ ０．５
８月 ７４，８９５ △ ３．７ １６，５２７ △ ２．２ ２１，７８８ △ １．４ ５，５６７ △ ２．９ ５３，１０７ △ ４．６ １０，９６０ △ １．８
９月 ７０，２７５ △ ６．８ １５，５８９ △ ３．３ ２２，２１８ △ ５．４ ５，７３１ △ ４．６ ４８，０５８ △ ７．５ ９，８５８ △ ２．６
１０月 ７５，１８９ △ ６．１ １６，６６８ △ ４．３ ２３，０９１ △ ７．４ ６，３６９ △ ６．９ ５２，０９８ △ ５．４ １０，２９９ △ ２．６
１１月 ７９，７０６ △ ３．８ １７，８２０ △ ３．１ ２４，２３５ △ ５．９ ７，０６８ △ ６．３ ５５，４７１ △ ２．７ １０，７５２ △ ０．７
１２月 １０２，８０９ △ ７．２ ２１，５９０ △ ６．２ ３１，７５２ △ ８．６ ８，６５８ △ ９．６ ７１，０５７ △ ６．６ １２，９３２ △ ３．６

２１年 １月 ８０，７３２ △ ５．２ １８，０６９ △ ５．５ ２４，６１０ △ ５．５ ６，７０５ △ ９．２ ５６，１２２ △ ５．１ １１，３６４ △ ３．１
２月 ６８，０２３ △ ５．６ １４，５１８ △ ８．１ １８，６８０ △ ７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３△ ５．０ ９，３７４ △ ６．１
３月 ８０，５９０ △ ７．９ １６，５１４ △ ８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △ ５．９ １０，２４９ △ ４．９
４月 ７５，２６４ △ ６．１ １５，９６０ △ ６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △ ４．１ １０，３４９ △ ４．０
５月 r ７６，８６９ △ ４．０ r １６，１８５ △ ６．５ r １９，７８３ △ ８．０ r ５，５８９ △１２．１ r ５７，０８６ △ ２．３ r １０，５９６ △ ３．０
６月 p ７５，０４７ △ ５．１ p １６，０３９ △ ６．７ p ２０，３６９ △ ４．６ p ５，８０１ △ ８．９ p ５４，６７８ △ ５．３ p １０，２３９ △ ５．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５８／本文／０１４～０１７　主要経済指標  2009.08.17 17.25.31  Page 14



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００ 前 年 同
月比（％）１２年＝１００ 前 年 同

月比（％） 円／ドル 円
月（期）末

１７年度 ４１６，６１１ △ ２．９ ７３，７２４ △ ２．５ １００．１ △ ０．１ １００．０ △ ０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △ １．７ ７４，２１１ △ ２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △ １．６ ７５，１６１ △ ０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △ １．２ １００．６ △ ０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △ ２．９ １００．６ △ １．０ ９７．２７ ９，９５８

２０年 ６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △ ０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △ １．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △ １．０ １００．４ △ ０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △ １．５ １００．７ △ ０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △ １．６ １００．８ △ ０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △ １．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △ ３．１ １００．６ △ １．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △ １．８ ６，６１３ △ １．７ ９９．７ △ ４．０ １００．４ △ １．８ ９６．５２ ９，９５８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △ １．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △ ５．８ ４３，７８０ △ ５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △ ４．２
１９年度 １６９，１４９ △ ４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △ ７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △ ３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △ ３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年４～６月 ４１，８３８ △ ３．９ １１，０９８ ０．４ １８，２８４ △ ４．４ １２，４５６ △ ６．７ ９６５，８９５ △ ０．５
７～９月 ４０，０４８ △ ２．４ １１，００３ △ ９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △ １．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △ ７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２

２０年 ６月 １４，６７６ △ ５．８ ３，９１４ ０．０ ６，３５１ △１２．８ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △ ２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ ６．０ ７，５５３ ６．５ ３，９２２ △ ０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △ ８．９ ２，４８２ △２１．１ ４，１５３ △ ６．０ ３，０３０ △ ０．５ ２５５，２９５ △ ８．０
９月 １４，４９０ △ ４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △ ２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △ ４．５
１０月 １１，５９１ △ ８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △ ５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △ ６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △ ３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △ ９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △ ８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △ ９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △ １．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △ ３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △ １．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５８／本文／０１４～０１７　主要経済指標  2009.08.17 17.25.31  Page 15



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △ ４．７ １２９，６２２ △ ５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △ ５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △ ５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △ ８．１ １１７，８１８ △ ４．１ １２３，６４０ △ ３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △ ２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △ ６．７ ２８，４４４ △ ８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △ １．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △ ６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △ ２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４

２０年 ６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △ ５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △ ６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △ ４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △ ２．３ ９，２５３ △ ６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △ ４．２
１０月 ３，１３７ △ ９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △ ０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △ ８．２ ８，４４３ △ ２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △ ５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △ ６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △ ２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △ ６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △ ０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △ ３．８ １３，１７０ △ ０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △ １．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △ ２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △ ４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年４～６月 ２，９５８ △ １．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △ ４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △ ３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △ ７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６５６ △１０．２ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３

２０年 ６月 １，１２３ △ ３．０ ０．４４ ０．７９ ５．０ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △ ４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △ ４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △ ５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △ ０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △ ６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △ ５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △ ４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △ ７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △ ５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２３ △１０．５ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９２２ △１０．２ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △ ６．７
６月 １，０１１ △１０．０ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５８／本文／０１４～０１７　主要経済指標  2009.08.17 17.25.31  Page 16



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，０７３ △ １．１ ７１１，４４９ △１６．４ １，５５２，３９２ １１．９ ７１８，７１６ △ ４．１

２０年４～６月 １０６，９７６ １４．３ ２０８，４８４ １．８ ４７４，１２４ ６７．１ １９９，４４４ １１．２
７～９月 １２１，０４９ ３６．０ ２２０，３７２ ３．２ ５０３，５００ ５７．２ ２２１，７８６ ２１．１
１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △ ８．０ １７６，９３７ △ ９．５

２１年１～３月 ６３，６８６ △３５．９ １１１，９０５ △４６．９ ２１８，７７６ △４４．８ １２０，５４８ △３７．０
４～６月 p ５６，７２１ △４７．０ p１２８，１６２ △３８．５ p１９３，９８１ △５９．１ p１１９，４５０ △４０．１

２０年 ６月 ３６，７６０ １７．５ ７１，５２１ △ １．８ １５８，７８４ １３６．６ ７０，４８０ １６．７
７月 ４３，７４８ ４３．９ ７６，２４５ ７．９ １５１，９４３ ５６．６ ７５，４２６ １８．２
８月 ４２，９９２ ４２．７ ７０，５１４ ０．２ １８０，７５７ ６７．０ ７３，６５７ １７．１
９月 ３４，３０９ ２０．４ ７３，６１３ １．５ １７０，８００ ４８．４ ７２，７０３ ２８．８
１０月 ４１，２４２ １７．７ ６９，１４８ △ ７．９ １５７，９４２ ３６．５ ６９，９００ ７．４
１１月 ２３，１８３ △２９．４ ５３，２３５ △２６．８ １０１，７３８ △２７．１ ５５，５１０ △１４．４
１２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ ５１，５２７ △２１．５

２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５３ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９
２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２８８ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 ２２，７０１ △３７．９ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１５３ △４２．９ ４１，７４７ △３６．６
４月 １９，２８８ △４５．５ ４１，９５８ △３９．１ ７６，４１７ △４３．４ ４１，２９５ △３５．８
５月 r １９，８１５ △４３．１ r ４０，２０４ △４０．９ r ６０，９７１ △６６．２ r ３７，２３５ △４２．４
６月 p １７，６１８ △５２．１ p ４６，０００ △３５．７ p ５６，５９３ △６４．４ p ４０，９２０ △４１．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △ ０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △ ０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９

２０年 ６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０
９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― １７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５８／本文／０１４～０１７　主要経済指標  2009.08.17 17.25.31  Page 17



調査レポート� 20062009

9
158

●道内経済の動き�

●道内景気の現状と先行きについて�

調査レポート 2009.9月号（No.158）�
平成21年 （2009年） 8月発行�
北洋銀行調査部�
札幌市中央区大通西4丁目1番地�
郵便番号　060-0042�
電話 （011）261-1311�
http://www.hokuyobank.co.jp

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」�
古紙配合率100％紙（表紙）古紙配合率70％紙（中面）を�
使用しています。�

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５８／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2009.08.18 17.39.55  Page 1 


